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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 
 

 (１)連結経営成績に関する定性的情報 

 

Ⅰ.概況 

【事業環境】 
 

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、緩やかな回復が続いています。欧州では景気回復の

足取りが重く足踏み傾向にあり、米国では雇用環境の改善などにより緩やかな回復基調が継続していま

す。また、新興国では成長ペースに足踏みが見られました。 

国内経済は、消費税率引上げによる反動減からの持ち直しのテンポが鈍く、また、海外景気の下振れ

リスク等もあり、先行きに不透明感が高まっていますが、政府による経済政策を背景に緩やかな回復が

続いています。なお、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）投資は、これまでの企業

収益の改善等を背景に、緩やかな増加傾向が続いています。 

 

【第２四半期（累計）の概況】                       (単位：億円) 

  
2013 年度 

第２四半期累計
2014 年度 

第２四半期累計

前年同期比  前回(7 月)予想比

 増減率(%)   増減率(%)

売 上 収 益 21,516 21,928 412
〔 △1〕 

1.9 
   428   2.0

売 上 総 利 益 5,708 5,807 99 1.7     

（ 売 上 総 利 益 率 ） (     26.5%) (     26.5%) ( - %)    

販売費及び一般管理費 △5,448 △5,484 △36  0.7   

そ の 他 の 損 益 43 △0 △44 -    

営 業 利 益 303 322 18 6.2       72 29.1

（ 営 業 利 益 率 ） (      1.4%) (      1.5%) ( 0.1%)   ( 0.3%)

金 融 損 益 等 43 103 60 140.5    

税 引 前 四 半 期 利 益 346 426 79 22.9  176 70.5
 

親 会 社 所 有 者 帰 属 
146 241 94 64.5 

 
141 141.1

四 半 期 利 益  

〔 〕内は、為替影響を除く前年同期比増減率(%) 

 
 

【第２四半期（直近３ヶ月）の概況】                      （単位：億円） 

 2013 年度 2014 年度 

 
第１四半期 第２四半期 第１四半期 第２四半期 

前年同期比 

  増減率(%)

売 上 収 益 9,992 11,523 10,686 11,241 △281 
〔 △5〕
△2.4

営 業 利 益 △107 411 72 249 △161 △39.2

（ 営 業 利 益 率 ） ( △1.1%) (   3.6%) (   0.7%) (  2.2%) (△1.4%)

税 引 前 四 半 期 利 益 △62 409 104 321 △87 △21.4

親 会 社 所 有 者 帰 属 
△91 238 68 172 △65 △27.7

四 半 期 利 益 

〔 〕内は、為替影響を除く前年同期比増減率(%) 
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＜売上収益及び営業利益の四半期別推移＞                      （単位：億円） 

 

 

 2013年度 2014年度 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期

連 結 

売上収益 9,992 11,523 12,007 14,101 10,686 11,241

営業利益 △107 411 362 806 72 249

(営業利益率) (△1.1%) ( 3.6%) (  3.0%) ( 5.7%) (  0.7%) ( 2.2%)

 

[売上収益及び営業利益の主要セグメント別内訳] 

テクノロジー 

ソリューション 

売上収益 6,775 7,853 7,863 9,937 7,080 7,841

営業利益 143 604 511 1,070 114 393

(営業利益率) (  2.1%) (  7.7%) (  6.5%) ( 10.8%) (  1.6%) (  5.0%)

 サービス 

売上収益 5,549 6,316 6,498 7,907 5,805 6,485

営業利益 166 408 431 731 131 352

(営業利益率) (  3.0%) (  6.5%) (  6.6%) (  9.3%) (  2.3%) (  5.4%)

 

システム 

プラット 

フォーム 

売上収益 1,225 1,537 1,364 2,029 1,275 1,355

営業利益 △22 196 80 338 △17 40

(営業利益率) (△1.8%) ( 12.8%) (  5.9%) ( 16.7%) (△1.3%) (  3.0%)
    

ユビキタス 

ソリューション 

売上収益 2,159 2,627 3,212 3,254 2,689 2,450

営業利益 △170 △115 △53 71 87 9

(営業利益率) (△7.9%) (△4.4%) (△1.7%) (  2.2%) (  3.2%) (  0.4%)
    

デバイス 

ソリューション 

売上収益 1,453 1,590 1,460 1,497 1,352 1,451

営業利益 71 128 31 △116 33 66

(営業利益率) (  4.9%) (  8.1%) (  2.2%) (△7.8%) (  2.5%) (  4.6%)
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【直近３ヶ月】 

売上収益

7,083 6,746 

4,440 4,495 
(38.5%) (40.0%)

2013年度2Q 2014年度2Q

国内 海外 海外売上比率 < >内は
前年同期比

増減率

(億円)

＜△2.4%＞

( )

11,241 

＜△4.8%＞

＜1.3%＞

11,523 

営業利益・四半期利益

411 

249 238 
172 

2013年度2Q 2014年度2Q

営業利益 四半期利益

(億円)

 

Ⅱ.第２四半期（直近３ヶ月） 
以下の文中において、当第２四半期連結会計期間を当第２四半期、当第２四半期連結累計期間を当第２四

半期（累計）、前年同四半期連結会計期間及び前年同四半期連結累計期間を前年同期と記載しております。ま

た、文中に記載しております為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを

当第２四半期の外貨建取引高に適用して試算しております。 

 

【損益の状況】 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 
 

売上収益は1兆1,241億円と、前年同期比2.4％の減収になり、為替影響を除くと5％の減収です。国内は

4.8％の減収です。パソコンやサーバ関連、携帯電話が減収になりました。海外は1.3％の増収ですが、為替

影響を除くと4％の減収です。ＬＳＩや光伝送システム、電子部品、パソコンが減収になりました。 

 

米ドルの平均レートは104 円（前年同期比5円の円安）、ユーロは138 円（前年同期比7円の円安）、英ポ

ンドは174円（前年同期比21円の円安）となり、為替影響により売上収益が前年同期比で約250億円増加し

ております。海外売上比率は40.0％と、為替影響に加え、国内でのパソコンやサーバ関連の売上減により前

年同期比1.5ポイント上昇しました。 

 

売上総利益は2,998億円と、携帯電話などの構造改革効果はありましたが、減収影響により前年同期比111

億円の減益になりました。売上総利益率は26.7％と、0.3ポイント低下しました。 

販売費及び一般管理費は2,740億円と、前年同期比22億円増加しました。グループベースでの費用効率化

を進めましたが、為替変動に伴う増加影響を受けました。 

その他の損益は8億円の損失と、前年同期比27億円の悪化となりました。前年同期において、国内子会社

の退職給付制度の改訂に伴う一時的な利益計上があったことなどによります。 

営業利益は249億円と、前年同期比161億円の減益になりました。 

 

金融損益等（金融収益、金融費用及び持分法による投資利益）は72億円と円安に伴う為替差益の計上によ

り前年同期比73億円改善しました。 

 

税引前四半期利益は321億円と、前年同期比87億円の減益となりました。 

 

親会社の所有者に帰属する四半期利益は172億円と、前年同期比65億円の減益となりました。 

（注）四半期利益は親会社所有者帰属分です。 
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【直近３ヶ月】

①主要製品別売上収益 （単位：億円）

テクノロジーソリューション 7,853 7,841 △12 △0.2 △3 

6,316 6,485 168 2.7 0 

ソリューション／ＳＩ 2,316 2,301 △14 △0.6 △1 

インフラサービス 4,000 4,184 183 4.6 0 

 システムプラットフォーム 1,537 1,355 △181 △11.8 △13 

システムプロダクト 681 597 △84 △12.4 △13 

ネットワークプロダクト 855 758 △97 △11.4 △13 

 ユビキタスソリューション 2,627 2,450 △177 △6.8 △8 

パソコン／携帯電話 1,837 1,593 △244 △13.3 △14 

モバイルウェア 790 856 66 8.4 7 

 デバイスソリューション 1,590 1,451 △139 △8.7 △11 

ＬＳＩ 833 757 △76 △9.2 △11 

電子部品 759 699 △60 △7.9 △10 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。

　  2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第２四半期の外貨建取引高に適用し

　  　て試算しております。　　　

　　3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。

　  4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファ

　　  シリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社

　　　におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

サービス

2013年度
第２四半期

2014年度
第２四半期

   2013年9月30日    2014年9月30日

前年同期比

  2013年7月1日～   2014年7月1日～ 為替影響を
除く

増減率(%)
増減率(%)
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【直近３ヶ月】

②セグメント情報 （単位：億円）

7,853 7,841 △12 △0.2 △3 

国 内 4,991 4,851 △140 △2.8 △3 

海 外 2,862 2,989 127 4.4 △2 

604 393 △211 △35.0 

7.7%)( 5.0%)( △2.7%)( 

6,316 6,485 168 2.7 0 

408 352 △55 △13.7 

6.5%)( 5.4%)( △1.1%)( 

1,537 1,355 △181 △11.8 △13 

196 40 △155 △79.5 

12.8%)( 3.0%)( △9.8%)( 

2,627 2,450 △177 △6.8 △8 

国 内 1,824 1,604 △219 △12.1 △12 

海 外 803 845 42 5.3 1 

△115 9 125 - 

△4.4%)( 0.4%)( 4.8%)( 

1,590 1,451 △139 △8.7 △11 

国 内 741 739 △2 △0.4 △0 

海 外 849 712 △136 △16.1 △21 

128 66 △62 △48.7 

8.1%)( 4.6%)( △3.5%)( 

39 51 11 29.1 

89 15 △74 △83.1 

△548 △501 47 - - 

△207 △218 △11 - 

11,523 11,241 △281 △2.4 △5 

国 内 7,083 6,746 △337 △4.8 △5 

海 外 4,440 4,495 55 1.3 △4 

411 249 △161 △39.2 

3.6%)( 2.2%)( △1.4%)( 

ユビキタス
ソリューション

売 上 収 益

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

サービス

(営業利益率)

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益
システム
プラット
フォーム

デバイス
ソリューション

(営業利益率)

その他／
消去又は全社

売 上 収 益

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

連  結

Ｌ Ｓ Ｉ 営 業 利 益

電子部品

  2014年7月1日～

   2014年9月30日

前年同期比
2014年度

第２四半期
為替影響を

除く
増減率(%)

増減率(%)

2013年度
第２四半期

  2013年7月1日～

   2013年9月30日

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益

テクノロジー
ソリューション

(営業利益率)

売 上 収 益
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【直近３ヶ月】 

 

売上収益

1,537 1,355 

6,316 6,485 

2013年度2Q 2014年度2Q

ｼｽﾃﾑﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ ｻｰﾋﾞｽ < >内は
前年同期比
増減率

7,853 7,841 

＜2.7%＞

＜△0.2%＞

＜△11.8%＞

(億円)

営業利益

196 

40 

408 

352 

(7.7%)

(5.0%)

2013年度2Q 2014年度2Q

ｼｽﾃﾑﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ ｻｰﾋﾞｽ 営業利益率

( )内は営業利益率

604 

393 

(億円)

【セグメント別の状況】 
 

 当第２四半期のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は以下のと

おりです。 

 

＜事業別＞ 

テクノロジーソリューション 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上収益は 7,841億円と、ほぼ前年同期並みになり

ました。国内は 2.8％の減収です。システムインテグ

レーションは、金融分野で第１四半期に引き続き顧客

の投資拡大が続いたものの、公共分野で一時的にハー

ド一体型ビジネスの需要が増加した前年同期からの反

動もあり全体として、ほぼ前年同期並みとなりました。

インフラサービスは堅調です。サーバ関連は前年同期

にあった大型システム商談の反動により大幅な減収となりました。ネットワークプロダクトは、通信キャリア

のＬＴＥ収容光伝送装置の導入が一巡し減収になりました。海外は 4.4％の増収になり、為替影響を除くと 2％

の減収です。英国では緩やかな景気回復を背景とした企業の投資回復の影響で前年同期を上回ったものの、北

欧地域では採算性を重視した販売戦略へ転換した影響などにより減収となるなどインフラサービス全体では、

ほぼ前年同期並みです。欧州向けのＰＣサーバは伸長したものの、北米向け光伝送システムは通信キャリアの

当社関連セグメントに関する投資が端境期に入った影響により減収になりました。 

 

営業利益は 393 億円と、前年同期比 211 億円の大幅な減益になりました。国内では、システムインテグレー

ションの公共分野における減収影響のほか、サーバ関連の減収影響や先行開発投資の負担に加え、ネットワー

クプロダクトの減収影響により減益となりました。海外では、北米向け光伝送システムの減収影響により減益

となりました。 

 （単位：億円）  

 
2014年度 

第２四半期 
前年同期比  

売 上 収 益 7,841   △0.2 %  

 
国     内 

海     外 

4,851 

2,989 

△2.8 % 

 4.4 % 
 

営 業 利 益 393 △211  
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【直近３ヶ月】 

 

 

 

① サービス 

 

売上収益は 6,485 億円と、前年同期比 2.7％の増収

になりました。国内はほぼ前年同期並みです。システ

ムインテグレーションは、金融分野で第１四半期に引

き続き顧客の投資拡大が続いたものの、公共分野で一

時的にハード一体型ビジネスの需要が増加した前年同

期からの反動もあり全体として、ほぼ前年同期並みと

なりました。インフラサービスは堅調です。海外は

7.3％の増収になり、為替影響を除くと前年同期並みです。英国では緩やかな景気回復を背景とした企業の投資

回復の影響で前年同期を上回ったものの、北欧地域では採算性を重視した販売戦略へ転換した影響などにより

減収となるなど、インフラサービス全体ではほぼ前年同期並みです。 

 

営業利益は 352 億円と、前年同期比 55 億円の減益になりました。国内では、システムインテグレーション

の公共分野における減収影響に加え、新規ビジネス対応などの先行投資を進めたことにより減益となりました。 

 

  

② システムプラットフォーム 

 

売上収益は1,355億円と、前年同期比11.8％の減収

になりました。国内は12.1％の減収です。サーバ関連

は前年同期にあった大型システム商談の反動により大

幅な減収となりました。ネットワークプロダクトは、

通信キャリアのＬＴＥ収容光伝送装置の導入が一巡し

減収になりました。海外は11.2％の減収になり、為替

影響を除いても15％の減収です。欧州向けのＰＣサー

バは伸長したものの、北米向け光伝送システムは通信キャリアの当社関連セグメントに関する投資が端境期に

入った影響により減収になりました。 

 

営業利益は40億円と、前年同期比155億円の大幅な減益になりました。サーバ関連の減収影響や先行開発投

資の負担に加え、ネットワークプロダクトの減収影響によります。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 6,485 2.7 %

国     内 

海     外 

3,891 

2,593 

△0.2 %

 7.3 %

営 業 利 益 352 △55

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 1,355 △11.8 %

国     内 

海     外 

959 

396 

△12.1 %

 △11.2 %

営 業 利 益 40 △155
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第２四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

 

売上収益

1,837 1,593 

790 
856 

2013年度2Q 2014年度2Q

ﾊﾟｿｺﾝ/携帯電話 ﾓﾊﾞｲﾙｳｪｱ

(億円)

2,627 2,450 

＜8.4%＞

＜△6.8%＞

＜△13.3%＞

< >内は
前年同期比

増減率

営業利益

△115 

9 

(△4.4%)

(0.4%)

2013年度2Q 2014年度2Q

営業利益 営業利益率

(億円) ( )内は営業利益率

 

 

ユビキタスソリューション 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上収益は 2,450 億円と、前年同期比 6.8％の減収

になりました。国内は12.1％の減収です。パソコンは

第１四半期はＯＳの製品サポート終了に伴う買い替え

需要がありましたが、当第２四半期は売上が減速し、

法人向け、個人向け共に減収になりました。携帯電話

はらくらくシリーズなどフィーチャーフォンが伸長し

たものの、スマートフォンが競争激化に加え、前年同

期に比べ新機種が少なかったことにより減収になりました。モバイルウェアのオーディオ・ナビゲーション機

器は、ほぼ前年同期並みでした。海外は5.3％の増収になり、為替影響を除くと1％の増収です。パソコンは欧

州拠点の販売台数が減少しましたが、モバイルウェアが北米向けを中心に増収となりました。 

 

営業利益は 9 億円と、前年同期比 125 億円の改善になりました。国内では、携帯電話が構造改革効果や品質

の安定化に伴う対策費用の減少、コストダウンなどにより前年同期の赤字から益転し、大幅に改善しました。

パソコンは、減収影響はあるものの、価格の安定化やコストダウンにより採算性が改善しました。海外では、

パソコンが減収影響を受ける一方、米ドルに対しユーロ高が進んだことに伴う欧州拠点での調達部材のコスト

低減などにより改善しました。また、モバイルウェアの増収効果もありました。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 2,450  △6.8 %

国     内 

海     外 

1,604 

845 

△12.1 %

5.3 %

営 業 利 益 9 125
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第２四半期決算短信 

【直近３ヶ月】 

 

売上収益

833 757 

759 699 

2013年度2Q 2014年度2Q

LSI 電子部品

(億円)

1,590 
1,451 

＜△7.9%＞

＜△8.7%＞

＜△9.2%＞

< >内は
前年同期比
増減率

営業利益

(8.1%)

(4.6%)

2013年度2Q 2014年度2Q

営業利益 営業利益率

( )内は営業利益率(億円)

128 

66 

 

 

デバイスソリューション 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （注）「ＬＳＩ」の売上収益には「電子部品」への内部売上収益を含めて 

表示しております。 

 

売上収益は 1,451 億円と、前年同期比 8.7％の減収

になりました。国内はほぼ前年同期並みです。ＬＳＩ

は、スマートフォン向けなどを中心に増収になったも

のの、電子部品は電池などが減収となりました。海外

は16.1％の減収です。ＬＳＩは、マイコン・アナログ

事業の譲渡に伴う影響により欧州向けを中心に減収と

なったほか、アジア向けを中心にスマートフォン関連

が減収になりました。電子部品は米州向け半導体パッケージが減収になりました。 

 

営業利益は 66 億円と、前年同期比 62 億円の減益になりました。ＬＳＩの営業利益は 51 億円となりました。

減収影響があったものの、円安効果や、構造改革効果などにより11億円の増益となりました。電子部品の営業

利益は15億円となりました。円安効果や通信半導体会社清算に伴う開発費負担の軽減効果はありましたが、半

導体パッケージの減収影響や、価格競争激化の影響を受けたほか、前年同期に国内子会社の退職給付制度の改

訂に伴う一時的な利益計上があったことにより74億円の減益となりました。 

 

システムＬＳＩ事業をパナソニック株式会社と統合し、株式会社日本政策投資銀行の出資を得て、ファブレ

ス形態で親会社から独立した新会社を設立することについて、7 月に正式契約を締結いたしました。当社、パ

ナソニック株式会社、株式会社日本政策投資銀行の新会社に対する議決権比率はそれぞれ40％、20％、40％と

なります。 

また、第３四半期にファウンドリ新会社を会津若松市に設立することを7月に決定いたしました。新会社と

しては、（イ）本社機能を有する統括会社、（ロ）アナログ製品などのファウンドリ事業を行う150mm工場会社、

および（ハ）マイコン、アナログ、特殊プロセスなどのファウンドリ事業を行う200mm工場会社の3社を設立

いたします。また、7月に締結した米国オン・セミコンダクターとの戦略的パートナーシップに基づき、オン・

セミコンダクターが200mm工場会社に10％の資本参加をいたします。 

三重300mm製造ラインについては、第３四半期にファウンドリ新会社として分社し、独立した企業として顧

客への安定供給とファウンドリ事業の拡大を図ることを決定しました。また8月に台湾ユナイテッド・マイク

ロエレクトロニクス・コーポレーション（以下、ＵＭＣ）がファウンドリ新会社に少数株主として参画する契

約を締結しました。ＵＭＣは40nmの先端テクノロジを富士通セミコンダクター株式会社にライセンス供与いた

します。 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期 
前年同期比 

売 上 収 益 1,451 △8.7 %

国     内 

海     外 

739 

712 

△0.4 %

 △16.1 %

営 業 利 益 66 △62
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第２四半期決算短信 

【第２四半期累計】 

売上収益

12,921 13,056 

8,594 8,871 

(39.9%) (40.5%)

2013年2Q累計 2014年2Q累計

国内 海外 海外売上比率 < >内は
前年同期比
増減率

(億円)

＜1.9%＞

( )

21,928 

＜3.2%＞

＜1.0%＞

21,516 

営業利益・四半期利益

2013年2Q累計 2014年2Q累計

営業利益 四半期利益

(億円)

303 322 

241 

146 

 

Ⅲ.第２四半期（累計） 
文中に記載しております為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当

第２四半期（累計）の外貨建取引高に適用して試算しております。 

 

【損益の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上収益は2兆1,928億円と、為替影響もあり前年同期比1.9％の増収になりました。国内は1％の増収で

す。サーバ関連が減収になりましたが、パソコン、携帯電話、システムインテグレーションが増収となりま

した。海外は3.2％の増収ですが、為替影響を除くと3％の減収です。ＬＳＩ、電子部品、北米向け光伝送シ

ステムが減収になりました。 

 

米ドルの平均レートは103 円（前年同期比4円の円安）、ユーロは139 円（前年同期比9円の円安）、英ポ

ンドは173円（前年同期比21円の円安）となり、為替影響により売上収益が前年同期比で約500億円増加し、

海外売上比率は40.5％と、前年同期比0.6ポイント上昇しました。 
 

売上総利益は5,807億円と、増収により前年同期比99億円の増益になりました。売上総利益率は26.5％と、

前年同期並みでした。 

販売費及び一般管理費は5,484億円と、前年同期比36億円増加しました。グループベースでの費用効率化

を進めましたが、為替変動に伴う増加影響を受けました。 

その他の損益はほぼブレークイーブンと、前年同期比44億円の悪化となりました。前年同期において、欧

州子会社の退職給付制度の一部バイアウトや国内子会社の退職給付制度の改訂に伴う一時的な利益計上があ

ったことなどによります。 

営業利益は322億円と、販売費及び一般管理費の増加とその他の損益の悪化を吸収し、前年同期比18億円

の増益になりました。 
 

金融損益等（金融収益、金融費用及び持分法による投資利益）は103億円と、円安に伴い為替差益を70億

円計上したことなどにより前年同期比60億円の増益となりました。 
 

税引前四半期利益は、426億円と、前年同期比79億円の増益となりました。 
 

 親会社の所有者に帰属する四半期利益は241億円と、前年同期比94億円の増益となりました。 
 

〔前回（7 月）予想比〕 
 

売上収益は428億円計画を上回りました。為替が想定より円安に推移した影響があったほか、ユビキタスソ

リューションが増収となりました。営業利益、税引前四半期利益、親会社の所有者に帰属する四半期利益はそ

れぞれ、72 億円、176 億円、141 億円計画を上回りました。パソコン／携帯電話の売上収益が計画を上回った

ほか、採算性改善などにより、ユビキタスソリューションで計画を上回りました。テクノロジーソリューショ

ン、デバイスソリューションはほぼ計画並みとなりました。また、為替が想定より円安に推移したことにより

為替差益が発生しました。 

（注）四半期利益は親会社所有者帰属分です。 
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富士通（株）（6702）平成27年3月期　第２四半期決算短信　

【第２四半期累計】

①主要製品別売上収益 （単位：億円）

テクノロジーソリューション 14,629 14,921 291 2.0 △1 

11,866 12,290 424 3.6 1 

ソリューション／ＳＩ 4,143 4,240 96 2.3 2 

インフラサービス 7,722 8,049 327 4.2 △0 

 システムプラットフォーム 2,763 2,631 △132 △4.8 △6 

システムプロダクト 1,157 1,099 △58 △5.0 △6 

ネットワークプロダクト 1,605 1,531 △73 △4.6 △6 

 ユビキタスソリューション 4,786 5,139 352 7.4 6 

パソコン／携帯電話 3,263 3,457 194 6.0 5 

モバイルウェア 1,523 1,681 157 10.4 9 

 デバイスソリューション 3,044 2,804 △240 △7.9 △10 

ＬＳＩ 1,610 1,448 △162 △10.1 △12 

電子部品 1,444 1,363 △80 △5.6 △8 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。

　  2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前年同期の対円平均レートを当第２四半期（累計）の外貨建取引高

　  　に適用して試算しております。　　　

　　3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。

　  4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファ

　　  シリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社

　　　におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

   2013年9月30日    2014年9月30日

前年同期比

  2013年4月1日～   2014年4月1日～ 為替影響を
除く

増減率(%)
増減率(%)

連
　
　
　
結

サービス

2013年度
第２四半期累計

2014年度
第２四半期累計
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【第２四半期累計】

②セグメント情報 （単位：億円）

14,629 14,921 291 2.0 △1 

国 内 9,043 9,033 △10 △0.1 △0 

海 外 5,586 5,888 301 5.4 △1 

748 507 △241 △32.3 

5.1%)( 3.4%)( △1.7%)( 

11,866 12,290 424 3.6 1 

575 484 △90 △15.8 

4.8%)( 3.9%)( △0.9%)( 

2,763 2,631 △132 △4.8 △6 

173 23 △150 △86.7 

6.3%)( 0.9%)( △5.4%)( 

4,786 5,139 352 7.4 6 

国 内 3,286 3,425 139 4.2 4 

海 外 1,500 1,713 212 14.2 9 

△285 96 382 - 

△6.0%)( 1.9%)( 7.9%)( 

3,044 2,804 △240 △7.9 △10 

国 内 1,416 1,418 2 0.2 0 

海 外 1,628 1,385 △242 △14.9 △19 

200 99 △100 △50.3 

6.6%)( 3.6%)( △3.0%)( 

71 74 3 4.8 

129 25 △104 △80.6 

△945 △936 9 - - 

△359 △380 △21 - 

21,516 21,928 412 1.9 △1 

国 内 12,921 13,056 135 1.0 1 

海 外 8,594 8,871 277 3.2 △3 

303 322 18 6.2 

1.4%)( 1.5%)( 0.1%)(   

2013年度
第２四半期累計

  2013年4月1日～

   2013年9月30日

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益

テクノロジー
ソリューション

(営業利益率)

売 上 収 益

  2014年4月1日～

   2014年9月30日

前年同期比
2014年度

第２四半期累計
為替影響を

除く
増減率(%)

増減率(%)

デバイス
ソリューション

(営業利益率)

その他／
消去又は全社

売 上 収 益

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

連  結

Ｌ Ｓ Ｉ 営 業 利 益

電子部品

ユビキタス
ソリューション

売 上 収 益

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

サービス

(営業利益率)

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益
システム
プラット
フォーム
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富士通（株）（6702）平成 27 年 3 月期 第２四半期決算短信 

【第２四半期累計】 

 

【セグメント別の状況】 
 

 当第２四半期（累計）のセグメント別の売上収益（セグメント間の内部売上収益を含む）及び営業利益は

以下のとおりです。 

 

＜事業別＞ 

テクノロジーソリューション 

 

売上収益は 1兆 4,921 億円と、前年同期比2％の増

収になりました。国内は、ほぼ前年同期並みです。  

システムインテグレーションは、公共分野で一時的に

ハード一体型ビジネスの需要が増加した前年同期から

の反動があったものの、前年度に引き続き金融分野を

中心とした顧客の投資拡大により増収となりました。

インフラサービスは堅調です。サーバ関連は前年同期

にあった大型システム商談の反動により大幅な減収となりました。ネットワークプロダクトは、ほぼ前年同期

並みになりました。海外は5.4％の増収になり、為替影響を除くと1％の減収です。英国で緩やかな景気回復を

背景とした企業の投資回復の影響で前年同期を上回ったものの、欧州大陸でハード関連の需要が一時的に停滞

するなどインフラサービス全体では、ほぼ前年同期並みです。北米向け光伝送システムは通信キャリアの当社

関連セグメントに関する投資が端境期に入った影響により減収になりました。 

 

営業利益は 507 億円と、前年同期比 241 億円の大幅な減益になりました。国内では、システムインテグレー

ションの公共分野における減収影響に加え、新規ビジネス対応などの先行投資を進めたほか、サーバ関連の減

収影響や先行開発投資の負担などにより、減益になりました。海外では、前年度に実施した構造改革による効

果があったものの、減収影響に加え、前年同期に欧州子会社の退職給付制度の一部バイアウトに伴う一時的な

利益計上があったことにより減益となりました。 
 
 
 
 

① サービス 

 

売上収益は1兆 2,290 億円と、前年同期比3.6％の

増収になりました。国内は 1.4％の増収です。システ

ムインテグレーションは、公共分野で一時的にハード

一体型ビジネスの需要が増加した前年同期からの反動

があったものの、前年度に引き続き金融分野を中心と

した顧客の投資拡大により増収となりました。インフ

ラサービスは堅調です。海外は 6.8％の増収になり、

為替影響を除くと前年同期並みです。英国では緩やかな景気回復を背景とした企業の投資回復の影響で前年同

期を上回ったものの、欧州大陸でハード関連の需要が一時的に停滞するなどインフラサービス全体では、ほぼ

前年同期並みです。 

 

営業利益は 484 億円と、前年同期比 90 億円の減益になりました。国内では、システムインテグレーション

の公共分野における減収影響に加え、新規ビジネス対応などの先行投資を進めたことにより減益となりました。

海外では、前年度に実施した構造改革による効果があったものの、前年同期に欧州子会社の退職給付制度の一

部バイアウトに伴う一時的な利益計上があったことにより減益となりました。 

 

 

 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 14,921  2.0 %

国     内 

海     外 

9,033 

5,888 

△0.1 %

 5.4 %

営 業 利 益 507 △241

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 12,290 3.6 %

国     内 

海     外 

7,212 

5,078 

1.4 %

6.8 %

営 業 利 益 484 △90
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【第２四半期累計】 

 

 

 

② システムプラットフォーム 

 

売上収益は 2,631 億円と、前年同期比 4.8％の減収

になりました。国内は 5.7％の減収です。サーバ関連

は前年同期にあった大型システム商談の反動により大

幅な減収となりました。ネットワークプロダクトは、

ほぼ前年同期並みになりました。海外は 2.6％の減収

になり、為替影響を除いても 7％の減収です。欧州向

けのＰＣサーバは伸長したものの、北米向け光伝送シ

ステムは通信キャリアの当社関連セグメントに関する投資が端境期に入った影響により減収になりました。 

 

営業利益は23億円と、前年同期比150億円の大幅な減益になりました。サーバ関連の減収影響や先行開発投

資の負担に加え、北米向け光伝送システムの減収影響によります。 
 
 
 
 
 
 

ユビキタスソリューション 

 

売上収益は 5,139 億円と、前年同期比 7.4％の増収

になりました。国内は 4.2％の増収です。パソコンは

第１四半期まで続いたＯＳの製品サポート終了に伴う

買い替え需要が第２四半期は減速し、上半期合計の販

売台数は前年同期より減少しましたが、新旧モデル共

に販売価格が安定的に推移し増収となりました。携帯

電話は、スマートフォンが競争激化のほか、前年同期

に比べ新機種が少なかったことから販売台数減となりましたが、らくらくシリーズが好調なフィーチャーフォ

ンが伸長し増収になりました。海外は 14.2％の増収になり、為替影響を除いても 9％の増収です。パソコンが

第１四半期を中心に欧州で伸長したほか、モバイルウェアのオーディオ・ナビゲーション機器が北米向けを中

心に増収となりました。 

 

営業利益は96億円と、前年同期比382億円の改善になりました。携帯電話及びパソコンが改善しました。国

内では、携帯電話が増収効果に加え、前年度に実施した構造改革による効果や、品質安定化による対策費用の

減少、コストダウンなどにより前年同期の赤字から益転し、大幅に改善しました。パソコンは価格の安定化や

コストダウンなどにより採算性が改善しました。海外では、パソコンが増収効果に加え、米ドルに対してユー

ロ高が進んだことにより欧州拠点でのドル建ての部材調達コストが低減しました。また、モバイルウェアの増

収効果もありました。 

 

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 2,631 △4.8 %

国     内 

海     外 

1,821 

809 

△5.7 %

△2.6 %

営 業 利 益 23 △150

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 5,139 7.4 %

国     内 

海     外 

3,425 

1,713 

4.2 %

  14.2 %

営 業 利 益 96 382
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【第２四半期累計】 

 

15,437 

4,618 

1,968 

1,980 

9,145

<△2.9%>

<△3.7%>

ＥＭＥＩＡ

オセアニア

<9.1%>

アジア

日本

<△0.5%>

海外

<3.8%>
アメリカ

578 

<1.6%>

 

 

デバイスソリューション 

 

売上収益は 2,804 億円と、前年同期比 7.9％の減収

になりました。国内はほぼ前年同期並みです。ＬＳＩ

は、スマートフォン向けなどを中心に増収になりまし

たが、電子部品は半導体パッケージや電池が減収にな

りました。海外は14.9％の減収です。ＬＳＩはマイコ

ン・アナログ事業の譲渡に伴う影響により欧州向けを

中心に減収となったほか、アジア向けでスマートフォ

ン関連が減収になりました。電子部品は米州向け半導体パッケージが減収となりました。 

 

営業利益は99億円と、前年同期比100億円の減益になりました。ＬＳＩの営業利益は74億円となりました。

減収影響があったものの、前年度に実施した早期退職優遇制度などによる固定費削減効果や円安効果により 3

億円の増益となりました。電子部品の営業利益は25億円となりました。円安効果や通信半導体会社清算に伴う

開発費負担の軽減効果はありましたが、半導体パッケージの減収影響や価格競争激化の影響に加え、前年同期

に国内子会社の退職給付制度の改訂に伴う一時的な利益計上があったことにより104億円の減益となりました。 

 
 

その他／消去又は全社 

 
営業利益は 380 億円の損失と、前年同期比 21 億円の悪化になりました。全社的な費用効率化を進める一方、

中長期の成長に向けた戦略投資を拡充しております。 
 
 

＜所在地別-連結＞  
 
当社及び連結子会社が所在する国又は地域ごとの売上収益及び営業利益は以下のとおりです。 
 

              
〔営業利益〕                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              

 

 

  

 （単位：億円）

 
2014年度 

第２四半期累計 
前年同期比 

売 上 収 益 2,804   △7.9 %

国     内 

海     外 

1,418 

1,385 

0.2 %

 △14.9 %

営 業 利 益 99 △100

      2014年 

２Ｑ 

前年 

同期比 

 2014年 

２Ｑ累計 

前年 

同期比

日      本
379 

(  4.7%)

△115  

(△1.2%) 

588 

(  3.8%)

57 

(  0.4%)

海      外
86 

( 1.9%)

△10  

(△0.2%) 

139 

( 1.5%)

△7 

(△0.2%)

ＥＭＥＩＡ 
46 

(  2.0%)

8  

( 0.3%) 

69 

(  1.5%)

16 

( 0.3%)

アメリカ 
11 

( 1.1%)

△16  

(△1.6%) 

27 

( 1.4%)

△16 

(△0.9%)

アジア 
19 

( 1.9%)

△4  

(△0.4%) 

32 

( 1.6%)

△4 

(△0.2%)

オセアニア
8 

(  3.0%)

1  

(  0.8%) 

10 

(  1.8%)

△3 

(△0.6%)

（注）（ ）内は営業利益率 

   ＥＭＥＩＡ・・・欧州、中近東、インド、アフリカ 

売上収益 

2014年度2Q累計 

（億円） < >内は前年同期比増減率 

―　16　―



富士通（株）（6702）平成27年3月期　第２四半期決算短信

【資産、負債、資本の状況】 （単位：億円）

 流動資産

 （現金及び現金同等物）

 （売上債権）

 （棚卸資産）

 非流動資産

 （有形固定資産）

 （無形資産）

 （その他の投資）

　資産合計

 流動負債

 （仕入債務）

 （その他の債務）

 （社債、借入金及びリース債務）

 非流動負債

 （社債、借入金及びリース債務）

 （退職給付に係る負債）

　負債合計

 親会社の所有者に帰属する持分合計

 （利益剰余金）

 （その他の資本の構成要素）

 非支配持分

　資本合計

　負債及び資本合計

【キャッシュ・フローの状況】 （単位：億円）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

 （税引前四半期利益）

 （減価償却費、償却費及び減損損失）

 （引当金の増減額（△は減少））

 （退職給付に係る負債の増減額（△は減少））

 （法人所得税の支払額）

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

 （有形固定資産及び無形資産の取得による支出）

 （売却可能金融資産の売却による収入）

 （事業譲渡による収入）

Ⅰ+Ⅱフリー・キャッシュ・フロー

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

 （短期借入金等の純増減額（△は減少））

 （長期借入金及び社債の発行による収入）

 （長期借入金の返済及び社債の償還による支出）

Ⅳ現金及び現金同等物の四半期末残高

1,514)(        704)(          △810)(        

△931 

108)(          -)(            △108)(        

106)(          15)(           △90)(         

△42)(         219)(          261)(          

17,851 16,851 △1,000 16,501 

3,011)(      3,069)(     57)(        3,317)(     

2013年度
2014年度
第２四半期 前年度末比

2013年度
第２四半期

（2014年3月31日）（2014年9月30日） （2013年9月30日）

13,207 13,350 143 13,064 

6,224)(      6,301)(     76)(        6,218)(     

9,802)(      8,437)(     △1,365)(   7,851)(     

3,302)(      3,615)(     313)(       3,701)(     

31,059 30,202 △857 29,565 

14,834 13,213 △1,620 15,123 

1,588)(      1,633)(     44)(        1,583)(     

1,669)(      1,795)(     126)(       1,647)(     

1,426)(      1,152)(     △273)(     3,225)(     

9,245 9,321 76 8,618 

6,412)(      5,423)(     △988)(     5,417)(     

3,963)(      3,759)(     △204)(     3,478)(     

24,079 22,535 △1,544 23,741 

5,665 6,338 673 4,591 

4,176)(      4,761)(     585)(       3,584)(     

4,126)(      3,639)(     △486)(     4,155)(     

6,979 7,666 686 5,824 

31,059 30,202 △857 29,565 

1,314 1,328 13 1,232 

△543)(      △37)(      505)(       △1,592)(   

631)(        800)(       168)(       580)(       

42 884 841 

346)(          426)(          79)(           

2013年度
第２四半期累計

2014年度
第２四半期累計

前年同期比
 2013年4月1日～  2014年4月1日～

 2013年9月30日  2014年9月30日 

△248)(        50)(           298)(          

863)(          868)(          5)(            

△195)(        △14)(         181)(          
△346)(        △209)(        137)(          

905 107 △798 

△545 △47 497 

(２)連結財政状態に関する定性的情報

△461)(        △640)(        △179)(        

3,317 3,069 △247 

△587 △344 

△869)(        △929)(        △59)(         
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① 資産、負債、資本の状況 

 

当第２四半期末の資産合計は3兆202億円と、前連結会計年度（以下、前年度）末から857億円減少しました。

流動資産は1兆6,851億円と前年度末から1,000億円減少しました。売上債権は前年度末に集中した売上に係る

売掛金を回収したことなどにより前年度末から1,365億円減少しました。棚卸資産は3,615億円と、今後の売上

に対応するため、サービスビジネスを中心に前年度末から313億円増加しました。非流動資産は1兆3,350億円

と前年度末から143億円増加しました。 
 

負債合計は2兆2,535億円と、前年度末から1,544億円減少しました。仕入債務は前年度末に集中した売上に

対応する支払いにより減少したほか、確定給付制度の積立状況改善により退職給付に係る負債が減少しました。

一方、有利子負債は5,914億円と、前年度末から312億円増加しました。運転資本の一部を短期借入金で調達し

ました。Ｄ／Ｅレシオは 0.93 倍と親会社の所有者に帰属する持分合計（自己資本）の増加により前年度末より

0.06ポイント減少しましたが、ネットＤ／Ｅレシオは0.45倍とほぼ前年度末と同じ水準になりました。 
 

資本合計は7,666億円と、前年度末から686億円増加しました。期末配当金の支払いによる減少影響はありま

したが、四半期利益の計上や確定給付型の退職給付制度の積立状況が改善したことによります。なお、親会社所

有者帰属持分比率（自己資本比率）は21.0％と前年度末から2.8ポイント増加しました。 

 
 

〔ご参考〕確定給付負債（資産）の純額の再測定影響額 

                                 （単位：億円） 

 
2013年度 

（2014年3月31日）

2014年度 

第２四半期 

（2014年9月30日）

前年度末比

合計（税効果前） △4,551 △4,101 449 

 国内 

海外 

△2,880 

△1,670 

△2,567 

△1,534 

313 

135 
 

 
 

 
 

 

 

資本）利益剰余金(税効果後) △ 3,664 △ 3,317 347 
 

(注)確定給付制度債務及び制度資産は四半期ごとに再測定しております。 

  再測定の結果、発生した確定給付制度の数理計算上の差異は、税効果を調整した上で、その他の包括利 

  益で認識し、その他の資本の構成要素から直ちに利益剰余金に振り替えております。 

 

〔ご参考〕財務指標 

（単位：億円） 

 
(注) 1.有利子負債は社債、借入金及びリース債務により構成されております。 

(注) 2.親会社の所有者に帰属する持分は資本金、資本剰余金、自己株式、利益剰余金及びその他の資本の構成要素で構成されております。 

(注) 3.Ｄ／Ｅレシオは、有利子負債÷親会社の所有者に帰属する持分により算出しております。 

(注) 4.ネットＤ／Ｅレシオは、（有利子負債－現金及び現金同等物）÷親会社の所有者に帰属する持分により算出しております。 

 

 

 
 2013年度 

（2014年3月31日）

2014年度 

第２四半期 

（2014年9月30日）

前年度末比 

 

2013年度 

第２四半期 

（2013年9月30日）

現金及び現金同等物 

有利子負債 

ネット有利子負債 

3,011

5,602

2,590

3,069

5,914

2,845

57 

312 

254 

3,317

6,809

3,491

親会社の所有者に帰属する持分

（自己資本） 
5,665 6,338 673  4,591

Ｄ／Ｅレシオ 

ネットＤ／Ｅレシオ 

0.99 倍

0.46 倍

0.93 倍

0.45 倍

△0.06 倍 

△0.01 倍 

 1.48 倍

0.76 倍

親会社所有者帰属持分比率 

（自己資本比率） 
18.2 ％ 21.0 ％ 2.8 ％  15.5 ％
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フリー・キャッシュ・フロー（FCF）

△545 △47 

2013年度2Q累計 2014年度2Q累計

営業CF 投資CF FCF

（億円）

 

 

②  キャッシュ・フローの状況 
 
 当第２四半期（累計）の営業活動によるキャッシュ・

フローは884億円のプラスとなりました。前年同期から

は841億円の収入増となりました。税引前四半期利益の

改善に加え、ＬＳＩ事業及び海外事業等に係る事業構造

改善費用の支払いが約300億円減少しました。また、前

年度の下半期における国内子会社からの配当金に係る源

泉所得税の還付約260億円などにより法人所得税の支払

額が減少しました。 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは931億円のマイ

ナスとなりました。国内外のインフラサービス関連や電

子部品用製造設備を中心に有形固定資産及び無形資産の取得で929億円支出しました。前年同期からは344億円

の支出増となりました。前年同期にマイコン・アナログ事業を中心としたＬＳＩ事業の再編による譲渡収入があ

ったことや売却可能金融資産の売却による収入が減少したことなどによります。 

 

 営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは47億円のマイナス

と、前年同期からは497億円の収入増となりました。 

 

 財務活動によるキャッシュ・フローは107億円のプラスとなりました。運転資金の一部を短期借入金で調達し

たほか、上半期末までに償還期日が到来した社債の償還資金600億円などに充当するため普通社債700億円を発

行しました。前年同期からは798億円の収入減となりました。 

 

この結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は3,069億円と、前年度末からは57億円増加しました。 
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(３)連結業績予想に関する定性的情報 
 

【２０１４年度の業績見通し】 

世界経済は欧州の財政問題による影響のほか、新興国経済の先行きに不透明感が残るものの、米国経済の回復基調

の強まりを背景に世界経済全体としては、緩やかな回復を維持すると見込んでいます。また、国内経済は消費税率の

引き上げに伴う消費低迷の長期化や円安などによる輸入原材料価格の上昇等が引き続き懸念されるものの、政府の各

種経済対策により緩やかながら回復へ向かうものと想定しています。 

 

上半期の業績は、7 月に公表した計画に対し、売上収益で約 400 億円、営業利益で約 70 億円上回りました。海外   

サービスを中心とした円安に伴う為替影響に加え、携帯電話やＬＳＩにおける所要の一部前倒しやパソコンを含めた

採算性が、効果的なコスト削減などを進めたことで想定以上に改善されたことによります。 

 

このような状況を踏まえ、通期の業績見通しを以下のとおり修正します。なお、下半期の為替レートの前提につい

ては、市場に不安定な要素が多く不透明感が残ることから変更いたしません。 

売上収益は4兆8,000億円と、連結全体として前回計画から変更はありません。テクノロジーソリューションは300

億円の増額です。国内サービスで新規連結子会社の売上収益のほか、海外サービスの上半期における円安に伴う為替

影響を織り込みました。ユビキタスソリューションは100億円の減額です。モバイルウェアでは顧客の車両増産影響

を織り込み100億円増額するものの、パソコンで下半期の需要減に伴い200億円減額したことによります。また、デ

バイスソリューションは電子部品で200億円減額します。パソコンやスマートフォン向けの所要減や低価格化などの

影響を織り込みました。 

営業利益は1,850億円と、連結全体として前回計画から変更はありません。デバイスソリューションを所要減など

の影響により30億円減額するものの、ユビキタスソリューションを30億円増額します。パソコンの採算性向上影響

などによりカバーする計画です。 

税引前利益は1,900億円、親会社の所有者に帰属する当期利益は1,250億円と、前回計画から変更はありません。 

 

 

                                        （単位：億円） 

  
2013年度 

（実績） 

2014年度 

（予想） 

前回(7月) 

予想比 

 前年比 

 
 

  増減率 

(％) 

売 上 収 益 47,624 48,000 -  375 0.8

営 業 利 益 1,472 1,850 -  377 25.6

（ 営 業 利 益 率 ） (   3.1%) (   3.9%) (   - %)  (  0.8%) 

税 引 前 利 益 1,611 1,900 -  288 17.9

親 会 社 所 有 者 帰 属
1,132 1,250 -

 
117 10.4

当 期 利 益  

＜営業利益 セグメント別内訳＞ 

テクノロジーソリューション 2,330 2,380 -  49 2.1

 サービス 1,738 1,780 -  41 2.4

 システムプラットフォーム 592 600 -  7 1.3

ユビキタスソリューション △268 70 30  338 -

デバイスソリューション 115 240 △30  124 107.4

その他／消去又は全社 △705 △840 -  △134 -
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①主要製品別売上収益 （単位：億円） 

テクノロジーソリューション 32,430 33,200 300 769 2.4 2 

26,272 26,900 300 627 2.4 2 

ソリューション／ＳＩ 9,204 9,400 100 195 2.1 2 

インフラサービス 17,067 17,500 200 432 2.5 1 

システムプラットフォーム 6,157 6,300 - 142 2.3 2 

システムプロダクト 2,727 2,800 - 72 2.7 2 

ネットワークプロダクト 3,430 3,500 - 69 2.0 2 

 ユビキタスソリューション 11,254 10,400 △100 △854 △7.6 △8 

パソコン／携帯電話 7,993 7,000 △200 △993 △12.4 △13 

モバイルウェア 3,260 3,400 100 139 4.3 4 

 デバイスソリューション 6,002 5,900 △200 △102 △1.7 △2 

ＬＳＩ 3,216 2,900 - △316 △9.8 △10 

電子部品 2,802 3,000 △200 197 7.1 7 

(注)1.売上収益にはセグメント間の内部売上収益を含みます。

　  2.為替影響は、米ドル、ユーロ、英ポンドを対象に前連結会計年度の対円平均レートを当連結会計年度の予想外貨建取

　  　引高に適用して試算しております。　　　

　　3.「ＬＳＩ」の売上収益には、「電子部品」への内部売上収益を含めて表示しております。

　  4.「その他／消去又は全社」には、次世代スーパーコンピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファ

　　  シリティサービス事業及び当社グループ従業員向け福利厚生事業等のほか、基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社

　　　におけるグループ経営に係る共通費用が含まれております。

連
　
　
　
結

サービス

2013年度 前年比

増減率(%)
為替影響を

除く
増減率(%)

2014年度（予想）

今回予想
前回(7月)
予想比

（実績）
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②セグメント情報 （単位：億円）

32,430 33,200 300 769 2.4 2 

国 内 20,542 20,900 100 357 1.7 2 

海 外 11,887 12,300 200 412 3.5 2 

2,330 2,380 - 49 2.1 

7.2%)( 7.2%)( - %)( - %)( 

26,272 26,900 300 627 2.4 2 

1,738 1,780 - 41 2.4 

6.6%)( 6.6%)( △0.1%)( - %)( 

6,157 6,300 - 142 2.3 2 

592 600 - 7 1.3 

9.6%)( 9.5%)( - %)( △0.1%)( 

11,254 10,400 △100 △854 △7.6 △8 

国 内 7,944 6,800 △200 △1,144 △14.4 △14 

海 外 3,310 3,600 100 289 8.7 7 

△268 70 30 338 - 

△2.4%)( 0.7%)( 0.3%)( 3.1%)( 

6,002 5,900 △200 △102 △1.7 △2 

国 内 2,919 3,100 △100 180 6.2 6 

海 外 3,083 2,800 △100 △283 △9.2 △10 

115 240 △30 124 107.4 

1.9%)( 4.1%)( △0.3%)( 2.2%)( 

0 80 - 79 - 

114 160 △30 45 39.4 

△2,063 △1,500 - 563 - - 

△705 △840 - △134 - 

47,624 48,000 - 375 0.8 0 

国 内 29,609 29,400 △200 △209 △0.7 △1 

海 外 18,014 18,600 200 585 3.2 2 

1,472 1,850 - 377 25.6 

3.1%)( 3.9%)( - %)( 0.8%)( 

     37.8%     38.8%     0.5%   1.0% 

為替影響を
除く

増減率(%)

前年比

増減率(%)

2014年度（予想）

今回予想
前回(7月)
予想比

2013年度

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益

（実績）

テクノロジー
ソリューション

(営業利益率)

ユビキタス
ソリューション

売 上 収 益

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

サービス

(営業利益率)

営 業 利 益

(営業利益率)

売 上 収 益
システム
プラット
フォーム

(営業利益率)

売 上 収 益

その他／
消去又は全社

売 上 収 益

海外売上比率

営 業 利 益

連  結

Ｌ Ｓ Ｉ

電子部品

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

営 業 利 益

売 上 収 益

デバイス
ソリューション

(営業利益率)
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[業績予想値算出の前提条件等]

①為替レート（平均） （単位：円）

米　　ド　　ル 99 102 103 100 - 

ユ　　ー　　ロ 130 139 139 135 - 

英　ポ　ン　ド 152 166 173 160 - 

（ご参考）1.１円の為替変動（円高）による2014年度第１，２四半期(実績)営業利益への影響額（概算）

　  　　  　米ドル：△1億円 、ユーロ：△1億円 、英ポンド：0億円

　　　　　2.１円の為替変動（円高）による2014年度第３，４四半期(今回予想)営業利益への影響額（概算）

　  　　  　米ドル：△2億円 、ユーロ：△2億円 、英ポンド：△1億円

②研究開発費 （単位：億円）

研 究 開 発 費 1,119 1,014 2,225 2,300 - 

売 上 収 益 比 5.2% 4.6% 4.7% 4.8% - 

③設備投資・減価償却費（有形固定資産） （単位：億円）

305 340 695 850 - 

75 57 149 130 - 

174 298 339 540 100 

19 15 43 30 - 

設備投資合計 574 711 1,228 1,550 100 

減価償却費 557 579 1,159 1,200 - 

④キャッシュ・フロー （単位：億円）

146 241 1,132 1,250 - 

863 868 1,864 1,850 - 

△967 △225 △1,231 △400 - 

(A)営業キャッシュ・フロー 42 884 1,765 2,700 - 

(B)投資キャッシュ・フロー △587 △931 △1,289 △1,900 - 

(C)フリー・キャッシュ・フロー (A)+(B) △545 △47 475 800 - 

(D)財務キャッシュ・フロー 905 107 △462 △300 - 

(E)キャッシュ・フロー計 (C)+(D) 360 60 13 500 - 

2013年度 2014年度
2014年度

第３,４四半期
7月予想比

第１,２四半期 第３,４四半期 第１,２四半期 第３,４四半期

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

第２四半期累計 通期
2014年度

通期
7月予想比

2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

第２四半期累計 通期

デバイスソリューション

2014年度
通期

7月予想比
2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）

テクノロジーソリューション

ユビキタスソリューション

全社共通他

第２四半期累計 通期
2014年度

通期
7月予想比

2013年度 2014年度 2013年度

当期利益（親会社所有者帰属）

減価償却費、償却費及び減損損失

そ の 他 増 減

2014年度

（実績） （実績） （実績） （今回予想）
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310 - 170 370 出　荷　台　数 130 

通期 2014年度
通期

7月予想比
2013年度 2014年度 2013年度 2014年度

（実績）

2014年度

（実績）

2013年度

（実績）

2014年度

（今回予想）

△30 

（実績） （実績） （今回予想）（実績）

2014年度
通期

7月予想比

第２四半期累計

富士通（株）（6702）平成27年3月期　第２四半期決算短信

第２四半期累計 通期

2013年度

590 480 246 241 出　荷　台　数

⑤パソコンの出荷台数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑥携帯電話の出荷台数　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　

（単位：万台）

（単位：万台）
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(５)要約四半期連結財務諸表に関する注記事項

　①継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

　②セグメント情報

1.報告セグメントの概要

（a）テクノロジーソリューション

（b）ユビキタスソリューション

（c）デバイスソリューション

　当社の報告セグメントは、当社及び連結子会社（以下、当社グループ）の構成単位のうち分離され
た財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決定及び業績評価のため
に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当社グループは、ＩＣＴ（Information and Communication Technology）分野において、各種サー
ビスを提供するとともに、これらを支える最先端、高性能かつ高品質のプロダクト及び電子デバイス
の開発・製造・販売から保守運用までを総合的に提供するトータルソリューションビジネスを営んで
おります。当社は、経営組織の形態、製品・サービスの特性及び販売市場の類似性に基づき、複数の
事業セグメントを集約した上で、「テクノロジーソリューション」、「ユビキタスソリューション」
及び「デバイスソリューション」の3つを報告セグメントとしております。 各報告セグメントの事業
の管理体制並びに製品及びサービスの種類は以下のとおりであります。

　プロダクト・ソフトウェア・サービスが一体となった総合的なサービスを顧客に最適な形で提供す
るため、グローバルな戦略立案やコストマネジメントなどの事業管理を推進するための製品・サービ
ス別の事業軸と、5リージョン（日本、ＥＭＥＩＡ(Europe、Middle East、India and Africa)、アメ
リカ、アジア、オセアニア)の顧客軸による複合型の事業管理体制をとっております。
　当該報告セグメントは、情報通信システムの構築などを行うソリューション／ＳＩ、アウトソーシ
ングや保守サービスを中心とするインフラサービス、ＩＣＴの基盤となる、サーバやストレージシス
テムなどのシステムプロダクトと携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供する
ネットワークプロダクトにより構成されています。

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。
　当該報告セグメントは、当社グループが実現を目指す「ヒューマンセントリック・インテリジェン
トソサエティ」（誰もが複雑な技術や操作を意識せずに、ＩＣＴが創出する価値の恩恵を享受できる
社会）において、人や組織の行動パターンから生み出される様々な情報や知識を収集・活用するユビ
キタス端末あるいはセンサーとして、パソコン／携帯電話のほか、オーディオ・ナビゲーション機器
や移動通信機器、自動車用電子機器により構成されています。

　営業部門も含め製品別に独立した事業管理体制をとっております。
　当該報告セグメントは、最先端テクノロジーとして、デジタル家電や自動車、携帯電話、サーバな
どに搭載されるＬＳＩのほか、半導体パッケージ、電池をはじめとする電子部品により構成されてい
ます。

 事業セグメントの利益は、営業利益をベースとした数値でありますが、全社費用は当社グループ全体
で管理しているため、事業セグメントに配分しておりません。また、当社グループの資金調達（金融
収益及び金融費用を含む）及び持分法による投資利益についても当社グループ全体で管理しているた
め、事業セグメントに配分しておりません。

　セグメント間の取引は独立企業間価格で行っております。
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2.報告セグメントごとの売上収益及び営業利益の金額に関する情報

前第２四半期累計（自 2013年4月1日　至 2013年9月30日） （単位：百万円）

売上収益

外部収益

セグメント間収益

収益合計

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資利益

税引前四半期利益

当第２四半期累計（自 2014年4月1日　至 2014年9月30日） （単位：百万円）

売上収益

外部収益

セグメント間収益

収益合計

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資利益

税引前四半期利益

前第２四半期（自 2013年7月1日　至 2013年9月30日） （単位：百万円）

売上収益

外部収益

セグメント間収益

収益合計

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資利益

税引前四半期利益

当第２四半期（自 2014年7月1日　至 2014年9月30日） （単位：百万円）

売上収益

外部収益

セグメント間収益

収益合計

営業利益

金融収益

金融費用

持分法による投資利益

税引前四半期利益

3,373 

42,613 

11,472 

△4,505 

2,192,857 

50,715 9,671 9,970 70,356 △5,038 △33,045 32,273 

1,492,154 513,924 280,413 2,286,491 28,683 △122,317 

2,192,857 

21,061 64,820 24,135 110,016 22,832 － 

1,471,093 449,104 256,278 2,176,475 5,851 10,531 

34,682 

2,151 

△3,666 

5,815 

30,382 

1,462,967 478,695 △121,771 2,151,601 

△28,593 20,065 

－ 

1,438,503 419,017 279,514 2,137,034 5,653 8,914 2,151,601 

24,464 59,678 

その他 調整額

△130,685 

304,477 

24,963 109,105 21,580 

66,360 △3,852 △32,126 

△132,848 

連結計

連結計その他

2,246,139 27,233 

74,888 

調整額

デバイス
ソリューション

692 

報告セグメント

報告セグメント

テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション 計

計

12,888 61,811 △2,322 △18,383 

－ 

14,051 △68,902 1,152,368 

60,490 △11,567 

13,230 35,109 

41,106 

11,028 △73,493 

785,379 262,747 159,093 1,207,219 

14,126 62,465 

連結計

772,149 227,638 144,967 1,144,754 3,023 4,591 1,152,368 

その他 調整額

報告セグメント

テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション 計

△1,888 

1,010 

40,920 

報告セグメント

テクノロジー
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

デバイス
ソリューション 計 その他 調整額 連結計

△70,993 － 

772,262 209,834 132,746 1,114,842 3,117 6,227 

145,189 1,174,303 14,649 △64,766 

1,124,186 

11,850 35,168 12,443 59,461 11,532 

1,124,186 

39,303 937 6,616 46,856 △2,283 △19,599 24,974 

784,112 245,002 

1,318 

8,551 

△2,668 

32,175 
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（注） 1.

2. 売上収益における「調整額」はセグメント間取引の消去等であります。

3.

3.製品及びサービスごとの情報

外部収益 （単位：百万円）

テクノロジーソリューション

サービス

システムプラットフォーム

ユビキタスソリューション

パソコン／携帯電話

モバイルウェア

デバイスソリューション

ＬＳＩ

電子部品

その他

全社他

合計

外部収益 （単位：百万円）

テクノロジーソリューション

サービス

システムプラットフォーム

ユビキタスソリューション

パソコン／携帯電話

モバイルウェア

デバイスソリューション

ＬＳＩ

電子部品

その他

全社他

合計

5,653 5,851 

8,914 10,531 

2,151,601 2,192,857 

148,869 134,311 

130,645 121,967 

270,345 282,975 

148,672 166,129 

　至 2014年9月30日)

前第２四半期累計

(自 2013年4月 1日

　至 2013年9月30日)

当第２四半期累計

(自 2014年4月 1日

267,691 255,055 

1,170,812 1,216,038 

前第２四半期 当第２四半期

(自 2013年7月 1日 (自 2014年7月 1日

　至 2013年9月30日) 　至 2014年9月30日)

622,901 641,091 

149,248 131,171 

150,842 125,310 

76,796 84,524 

76,731 70,269 

68,236 62,477 

3,023 3,117 

4,591 6,227 

1,152,368 1,124,186 

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、次世代スーパーコン
ピュータ事業、当社グループ会社向け情報システム開発・ファシリティサービス事業及び当社グ
ループ従業員向け福利厚生事業等が含まれております。

営業利益における「調整額」には全社費用及びセグメント間取引の消去等が含まれており、前第２
四半期累計、当第２四半期累計、前第２四半期及び当第２四半期に発生した金額はそれぞれ、全社
費用: △31,336百万円、△33,321百万円、△15,530百万円、△18,609百万円、セグメント間取引の
消去等: △790百万円、276百万円、△2,853百万円、△990百万円であります。

なお、全社費用は主に報告セグメントに帰属しない基礎的試験研究等の戦略費用及び親会社におけ
るグループ経営に係る共通費用であります。
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4.地域ごとの情報

外部収益 （単位：百万円）

国内（日本）

海外

ＥＭＥＩＡ

アメリカ

アジア

オセアニア

海外計

合計

外部収益 （単位：百万円）

国内（日本）

海外

ＥＭＥＩＡ

アメリカ

アジア

オセアニア

海外計

合計

（注） 1. 外部収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
 2. 海外の各区分に属する主な国又は地域

(1) ＥＭＥＩＡ（欧州・中近東・インド・アフリカ） .....

(2) アメリカ .........................................

(3) アジア ...........................................

(4) オセアニア .......................................

3. 個別に区分して開示すべき重要な国はありません。

859,478 887,189 

2,151,601 2,192,857 

　至 2013年9月30日) 　至 2014年9月30日)

198,619 191,675 

185,708 175,700 

58,885 56,322 

(自 2013年4月 1日

　至 2013年9月30日)

416,266 463,492 

(自 2014年4月 1日

　至 2014年9月30日)

前第２四半期 当第２四半期

(自 2013年7月 1日 (自 2014年7月 1日

1,292,123 1,305,668 

前第２四半期累計 当第２四半期累計

708,351 674,602 

214,677 232,912 

101,222 95,998 

99,698 92,947 

28,420 27,727 

444,017 449,584 

1,152,368 1,124,186 

米国、カナダ

中国、シンガポール、韓国、台湾

オーストラリア

イギリス、ドイツ、スペイン、
フィンランド、スウェーデン
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　③資本及びその他の資本項目

その他の資本の構成要素及びその他の包括利益の各項目の増減

（単位：百万円）

在外営業活動体の換算差額

期首

その他の包括利益

その他

期末

キャッシュ・フロー・ヘッジ

期首

その他の包括利益

その他

期末

売却可能金融資産

期首

その他の包括利益

その他

期末

確定給付制度の再測定

期首

その他の包括利益

その他

期末

その他の資本の構成要素合計

期首

その他の包括利益

その他

期末

△34,729 

－ 

149 

20 

－ 

当第２四半期累計

　至 2014年9月30日)

(自 2014年4月 1日

20,700 

34,729 

△34,729 

51,593 

－ 

4,738 13,023 

4,051 7,677 

－ － 

8,789 

△46 

137 

－ 

91 169 

38,363 50,100 

10,818 

－ 

－ － 

49,181 59,138 

9,038 

前第２四半期累計

(自 2013年4月 1日

　至 2013年9月30日)

80,007 

43,055 

36,908 

△21,902 

△21,902 

－ 

21,902 

63,143 

58,061 
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　④１株当たり情報

基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

基本的加重平均普通株式数（千株）

基本的１株当たり四半期利益（円）

希薄化後１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

希薄化後１株当たり四半期利益（円）

基本的１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

基本的加重平均普通株式数（千株）

基本的１株当たり四半期利益（円）

希薄化後１株当たり四半期利益

親会社の普通株主に帰属する四半期利益（百万円）

希薄化後１株当たり四半期利益（円）

　至 2013年9月30日)

14,651 

2,069,254 2,069,076 

7.08 11.65 

(自 2013年4月 1日

前第２四半期累計

　至 2013年9月30日)

当第２四半期累計

(自 2014年4月 1日

　至 2014年9月30日)

当第２四半期累計

(自 2014年4月 1日

　至 2014年9月30日)

前第２四半期累計

(自 2013年4月 1日

24,107 

子会社及び関連会社の発行する潜在株式に係る
調整額（百万円）

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する
加重平均普通株式数（千株）

14,651 

△16 

14,635 

2,069,254 

2,069,254 

基本的加重平均普通株式数（千株）

7.07 

24,107 

△1 

24,106 

2,069,076 

2,069,076 

11.65 

(自 2014年7月 1日

前第２四半期 当第２四半期

　至 2014年9月30日)

23,802 17,217 

2,069,236 

11.50 8.32 

(自 2013年7月 1日

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する
加重平均普通株式数（千株）

2,069,236 2,069,050 

　至 2013年9月30日) 　至 2014年9月30日)

17,215 

(自 2013年7月 1日 (自 2014年7月 1日

　至 2013年9月30日)

23,800 

子会社及び関連会社の発行する潜在株式に係る
調整額（百万円）

△2 

前第２四半期 当第２四半期

2,069,050 

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円）

11.50 8.32 

基本的加重平均普通株式数（千株） 2,069,236 2,069,050 

23,802 17,217 

△2 

希薄化後1株当たり四半期利益の計算に使用する
四半期利益（百万円）
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　⑤初度適用

　

　　2014年度第１四半期連結決算概要（2014年 7月31日）における「２．要約四半期連結財務諸表（８）初度適用」

  をご参照ください。

　　3.IFRS第1号に基づく調整表

　　IFRS第1号に基づく、前第２四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年9月30日）及び前第２四半期（自 2013年7
　月1日　至 2013年9月30日）の包括利益に対する調整表は以下の通りです。

　　なお、移行日（2013年4月1日）及び前年度末（2014年3月31日）の資本に対する調整表、並びに前年度（自 2013

　年4月1日  至 2014年3月31日）の包括利益に対する調整表は　2014年度第１四半期連結決算概要における「２．要

　約四半期連結財務諸表（８）初度適用」をご参照ください。

前第２四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年9月30日）の包括利益に対する調整表
 （単位：百万円）

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

　売上高 2,151,601 － － 2,151,601 　売上収益
　売上原価 A △1,581,472 － 704 △1,580,768 　売上原価
　売上総利益 570,129 － 704 570,833 　売上総利益

　販売費及び一般管理費 A △559,308 △1,004 15,468 △544,844 　販売費及び一般管理費
B － △3,790 8,183 4,393 　その他の損益

　営業利益 10,821 △4,794 24,355 30,382 　営業利益

　営業外収益
C － 5,815 － 5,815 　金融収益

　　受取利息 C 981 △981 － － 
　　受取配当金 C 2,106 △2,106 － － 
　　持分法による投資利益 C 1,807 － 344 2,151 　持分法による投資利益
　　為替差益 C 915 △915 － － 
　　投資有価証券売却益 B,C 1,829 △1,829 － － 
　　その他 B,C 3,479 △3,479 － － 
　　合計 11,117 △3,495 344 7,966 

　営業外費用
C － △3,572 △94 △3,666 　金融費用

　　支払利息 C △3,191 3,191 － － 
　　固定資産廃棄損 B △975 975 － － 
　　その他 B,C △3,842 3,842 － － 
　　合計 △8,008 4,436 △94 △3,666 

　経常利益 13,930 △13,930 － － 

　特別利益 － － － － 
　特別損失 △3,853 3,853 － － 

10,077 － 24,605 34,682 　税引前四半期利益

　法人税等合計 D △15,512 － △314 △15,826 　法人所得税費用

△5,435 － 24,291 18,856 　四半期利益

　四半期利益の帰属：
－ △9,626 24,277 14,651 　　親会社の所有者

　少数株主利益 E 4,191 － 14 4,205 　　非支配持分
－ － － 18,856 　　合計

　四半期純利益 △9,626 9,626 － － 

　1.IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」の適用における当社グループの方針及び2.日本基準との重要な差異

　当年度は、IFRSに準拠した連結財務諸表開示の初年度であります。我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準（以下、日本基準）に準拠して作成された直近の連結財務諸表は、前年度（自 2013年4月1日 至 2014年3月
31日）の連結財務諸表であり、IFRSへの移行日は2013年4月1日であります。

　税金等調整前四半期純利益

　少数株主損益調整前
  四半期純利益
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 （単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

△5,435 － 24,291 18,856 　四半期利益

　その他の包括利益 F 　その他の包括利益

　　退職給付に係る調整額 △2,429 － 26,518 24,089 

　　為替換算調整勘定 18,663 － △15,560 3,103 

　　繰延ヘッジ損益 82 － － 82 

9,767 － 1,288 11,055 　　　売却可能金融資産

1,829 － △74 1,755 

－ － △14,346 15,995 
　　その他の包括利益合計 27,912 － 12,172 40,084 

　四半期包括利益 22,477 － 36,463 58,940 　四半期包括利益

（内訳）  四半期包括利益の帰属：

17,543 － 34,016 51,559 　　親会社の所有者

G 4,934 － 2,447 7,381 　　非支配持分

22,477 － 36,463 58,940 　　合計

　　純損益に振り替え
    られることのない
    項目

　　純損益にその後に
    振り替えられる可
    能性のある項目

　少数株主損益調整前
  四半期純利益

　　その他有価証券評価差額金

　　  確定給付制度の
      再測定

　　  在外営業活動体
　　　の換算差額

　　　キャッシュ・
    　フロー・ヘッジ

　　　持分法適用会社
　　　のその他の包括
　　　利益持分

　　税引後その他の包括利益

　　少数株主に係る
    四半期包括利益

　　持分法適用会社に対
    する持分相当額

　　親会社株主に係る
    四半期包括利益
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前第２四半期（自 2013年7月1日  至 2013年9月30日）の包括利益に対する調整表
 （単位：百万円）

注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

　売上高 1,152,368 － － 1,152,368 　売上収益
　売上原価 A △841,852 － 456 △841,396 　売上原価
　売上総利益 310,516 － 456 310,972 　売上総利益

　販売費及び一般管理費 A △276,859 △2,401 7,492 △271,768 　販売費及び一般管理費
B － △2,138 4,040 1,902 　その他の損益

　営業利益 33,657 △4,539 11,988 41,106 　営業利益

　営業外収益
C － 692 － 692 　金融収益

　　受取利息 C 490 △490 － － 
　　受取配当金 C 124 △124 － － 
　　持分法による投資利益 C 841 － 169 1,010 　持分法による投資利益
　　投資有価証券売却益 B,C 78 △78 － － 
　　その他 B,C 1,786 △1,786 － － 
　　合計 3,319 △1,786 169 1,702 

　営業外費用
C － △1,839 △49 △1,888 　金融費用

　　支払利息 C △1,592 1,592 － － 
　　為替差損 C △5 5 － － 
　　固定資産廃棄損 B △555 555 － － 
　　その他 B,C △2,159 2,159 － － 
　　合計 △4,311 2,472 △49 △1,888 

　経常利益 32,665 △32,665 － － 

　特別利益 － － － － 
　特別損失 △3,853 3,853 － － 

28,812 － 12,108 40,920 　税引前四半期利益

　法人税等合計 D △14,285 － 132 △14,153 　法人所得税費用

14,527 － 12,240 26,767 　四半期利益

　四半期利益の帰属：
－ 12,357 11,445 23,802 　　親会社の所有者

　少数株主利益 E 2,170 － 795 2,965 　　非支配持分
－ － － 26,767 　　合計

　四半期純利益 12,357 △12,357 － － 

　税金等調整前四半期純利益

　少数株主損益調整前
  四半期純利益
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 （単位：百万円）
注記 日本基準 表示科目の 認識・測定の IFRS
記号 差異調整 差異調整

14,527 － 12,240 26,767 　四半期利益

　その他の包括利益 F 　その他の包括利益

　　退職給付に係る調整額 △2,880 － △14,967 △17,847 

　　為替換算調整勘定 8,189 － △7,756 433 

　　繰延ヘッジ損益 80 － － 80 

3,822 － △1 3,821 　　　売却可能金融資産

640 － △70 570 

－ － △7,827 4,904 
　　その他の包括利益合計 9,851 － △22,794 △12,943 

　四半期包括利益 24,378 － △10,554 13,824 　四半期包括利益

（内訳）  四半期包括利益の帰属：

22,298 － △10,780 11,518 　　親会社の所有者

G 2,080 － 226 2,306 　　非支配持分

24,378 － △10,554 13,824 　　合計

　　税引後その他の包括利益

　　親会社株主に係る
    四半期包括利益

　　少数株主に係る
    四半期包括利益

　　  確定給付制度の
      再測定

　　純損益にその後に
    振り替えられる可
    能性のある項目

　　  在外営業活動体
　　　の換算差額

　　　キャッシュ・
    　フロー・ヘッジ

　　その他有価証券評価差額金

　　持分法適用会社に対
    する持分相当額

　　　持分法適用会社
　　　のその他の包括
　　　利益持分

　少数株主損益調整前
  四半期純利益

　　純損益に振り替え
    られることのない
    項目
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【前第２四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年9月30日）の包括利益に対する調整表に関する注記】

A.売上原価、販売費及び一般管理費
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

B.その他の損益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益1,004百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が1,004百万円増加し
ております。

確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。
これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用の戻
しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過去勤
務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ振り
替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定給付
負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が1,049百万
円増加、販売費及び一般管理費が2,660百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
8,546百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
4,913百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が1,760百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が12百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が649百万円増加しております。

また、その他項目について調整を行った結果、売上原価が5百万円減少、販売費及び一般管理費
が2百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が704百万円減少、販売費及び一般管理費が15,468百万円減少して
おります。

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益1,004百万円、営業外収益のその他3,479百万円、投資有価証券売却益のうち、海外連結子会
社における資本取引の影響541百万円の合計5,024百万円をその他の損益（利益）の増加として組
み替え、特別損失3,853百万円、営業外費用のその他3,842百万円、営業外費用の固定資産廃棄損
975百万円の合計8,670百万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えております。また、
それらのうち、金融収益に該当する525百万円及び金融費用に該当する381百万円をその他の損益
から金融収益・費用へ組み替えたことにより、その他の損益（利益）が144百万円減少しており
ます。これらの組替えの結果、その他の損益（利益）が3,790百万円減少しております。
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　－認識・測定：

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

D.法人所得税費用
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

E.非支配持分（四半期利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

F.その他の包括利益
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

G.非支配持分（四半期包括利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　

持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が増加した結果、持分法による投資
利益が344百万円増加しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上した
ことなどにより94百万円増加しております。

内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま
したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が421百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、735百万円増加しております。これらの調整の結果、314百万円増加しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期利益が14百万円増加しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負の
残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属させ
ております。

欧州連結子会社における退職給付制度の一部バイアウト等について、日本基準では当該バイアウ
ト等に伴う数理計算上の差異等の一括償却額4,550百万円を費用処理しておりましたが、IFRSで
は、数理計算上の差異等をその他の包括利益として認識するものの純損益には組替調整しないた
め、当該4,550百万円をその他の損益において利益として認識しております。

一部の国内連結子会社において年金制度の改訂等を行った結果発生した過去勤務費用の影響につ
いて、IFRSでは発生時に即時認識した結果、3,477百万円をその他の損益において利益として認
識しております。

また、その他項目について調整を行った結果、156百万円をその他の損益において利益として認
識しております。

これらの調整の結果、その他の損益（利益）が8,183百万円増加しております。

受取利息981百万円、受取配当金2,106百万円、為替差益915百万円、資本取引を除く投資有価証
券売却益1,288百万円、営業外収益のその他のうちその他の損益に組み替えられなかった金融収
益525百万円の合計5,815百万円をIFRSの金融収益に組み替えております。
また、支払利息3,191百万円及び営業外費用のその他のうちその他の損益に組み替えられなかっ
た金融費用381百万円の合計3,572百万円を金融費用に組み替えております。

〔確定給付制度の再測定〕
確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、26,518百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など15,560百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、前年度末からの公正価値の増減
額について、税効果を調整した上で、1,288百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が減少した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が74百万円減少しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期包括利益が2,447百万円増加しております。
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【前第２四半期（自 2013年7月1日  至 2013年9月30日）の包括利益に対する調整表に関する注記】

A.売上原価、販売費及び一般管理費
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　

B.その他の損益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

　－認識・測定：

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益2,401百万円をその他の損益に組み替えた結果、販売費及び一般管理費が2,401万円増加して
おります。

一部の国内連結子会社において年金制度の改訂等を行った結果発生した過去勤務費用の影響につ
いて、IFRSでは発生時に即時認識した結果、3,477百万円をその他の損益において利益として認
識しております。
また、その他項目について調整を行った結果、563百万円をその他の損益において利益として認
識しております。これらの調整の結果、その他の損益（利益）が4,040百万円増加しておりま
す。

確定給付制度を採用している当社及び国内連結子会社は、IFRS移行日より、IAS第19号を適用し
ております。それにより、再測定された確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）に
ついて、発生時に、税効果を調整した上でその他の包括利益の確定給付制度の再測定に認識し、
積立状況を示す額を退職給付に係る負債又は資産として計上しております。
その他の包括利益に認識した確定給付制度の再測定は、直ちに利益剰余金へ振り替えておりま
す。これらの変更に伴い、日本基準において償却していた数理計算上の差異について、償却費用
の戻しを行っております。また、日本基準において償却していた移行日より前に発生していた過
去勤務費用について、IFRSでは即時認識するため、移行日に税効果を調整した上で利益剰余金へ
振り替えております。さらに、IFRSでは、利息費用及び制度資産に係る期待収益に替えて、確定
給付負債（資産）の純額に係る利息純額を使用します。これらの調整の結果、売上原価が429百
万円増加、販売費及び一般管理費が1,341百万円減少しております。

海外連結子会社は、前年度期首よりIAS第19号を適用した結果、数理計算上の差異等をその他の
包括利益として認識するものの純損益には組替調整しない方法に変更しましたが、日本基準にお
ける当社の連結決算手続においては、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成22年2月19日）に基づき、数理計算上の差異等の
残高の総額を従業員の平均残存勤務期間にわたり規則的に損益として処理しておりました。当社
グループのIFRS移行に伴い、上記の調整が不要となり、その結果、販売費及び一般管理費が
4,263百万円減少しております。

日本基準ではのれんを一定期間で償却しておりますが、IFRSでは定期償却を実施しません。
また、金額的重要性に乏しいため日本基準でのれんに含めて計上していた負ののれんはIFRS移行
日において利益剰余金へ振り替えております。これらの調整の結果、販売費及び一般管理費が
2,422百万円減少しております。

買戻特約付電子計算機販売取引について、日本基準においては、製品の引渡時に売上収益を一括
で計上すると同時に、将来の買戻時の損失補てんに備えるため、過去の実績を基礎とした買戻損
失発生見込額を買戻損失引当金として計上しております。IFRSでは、当該取引により発生した損
益をサービス期間に配分するため、一括売上による売上原価の認識に代えて、有形固定資産を計
上し、サービス期間にわたって償却を行うとともに、買戻損失引当金の戻し入れなどにより売上
原価を調整しております。これらの調整の結果、売上原価が886百万円減少しております。

日本基準において有形固定資産に圧縮記帳されている、または実際に発生した費用から控除して
いる政府補助金について、IFRSでは繰延収益として処理しております。その結果、売上原価に認
識されている有形固定資産の償却費が6百万円増加し、販売費及び一般管理費に認識されている
研究開発費が532百万円増加しております。

また、その他項目について調整を行った結果、売上原価が5百万円減少、販売費及び一般管理費
が2百万円増加しております。

上記の調整の結果、売上原価が456百万円減少、販売費及び一般管理費が7,492百万円減少してお
ります。

日本基準において販売費及び一般管理費に含めていた通常の営業循環過程で発生しない一時的な
収益2,401百万円、営業外収益のその他1,786百万円の合計4,187百万円をその他の損益（利益）
の増加として組み替え、特別損失3,853百万円、営業外費用のその他2,159百万円、営業外費用の
固定資産廃棄損555百万円の合計6,567百万円をその他の損益（利益）の減少として組み替えてお
ります。また、それらのうち、金融費用に該当する242百万円をその他の損益から金融費用へ組
み替えたことにより、その他の損益（利益）が242百万円増加しております。これらの組替えの
結果、その他の損益（利益）が2,138百万円減少しております。

―　46　―



富士通（株）（6702）平成27年3月期　第２四半期決算短信

C.金融収益、金融費用、持分法による投資利益
　－表示科目：　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

D.法人所得税費用
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

E.非支配持分（四半期利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　
                

F.その他の包括利益
　－認識・測定：
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　　　　　　　　
　　　　　　　　
　　　　　　　　

G.非支配持分（四半期包括利益）
　－認識・測定：
　　　　　　　　

前第２四半期累計（自 2013年4月1日  至 2013年9月30日）及び前年度（自 2013年4月1日  至 2014年3月31日）
の連結キャッシュ・フロー計算書に対する調整表

　日本基準の連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSの連結キャッシュ・フロー計算書に重要な差異はありません。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期包括利益が226百万円増加しております。

〔確定給付制度の再測定〕
確定給付制度における再測定に係る利得（損失）について、税効果を調整した上で、14,967百万
円をその他の包括利益に認識しております。

〔在外営業活動体の換算差額〕
海外連結子会社における確定給付負債（資産）の純額（数理計算上の差異等）の再測定から生じ
る為替換算差額など7,756百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔売却可能金融資産〕
売却可能金融資産に対してIFRSに基づく公正価値評価を実施し、前年度末からの公正価値の増減
額について、税効果を調整した上で、1百万円をその他の包括利益に認識しております。

〔持分法適用会社のその他の包括利益持分〕
持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社のその他の包括利益が減少した結果、当社に
帰属するその他の包括利益の持分が70百万円減少しております。

受取利息490百万円、受取配当金124百万円、投資有価証券売却益78百万円の合計692百万円を
IFRSの金融収益に組み替えております。
また、支払利息1,592百万円、為替差損5百万円、営業外費用のその他のうちその他の損益に組み
替えられなかった金融費用242百万円の合計1,839百万円を金融費用に組み替えております。

持分法適用関連会社にIFRSを適用し、当該関連会社の純資産が増加した結果、持分法による投資
利益が169百万円増加しております。金融費用は、社債を実効金利法による償却原価で計上した
ことなどにより49百万円増加しております。

認識・測定の差異から生じる影響額に係る非支配持分を計算した結果、非支配持分に帰属する四
半期利益が795百万円増加しております。日本基準では、非支配持分が負の残高となる場合、負
の残高は親会社の持分に負担させていますが、IFRSでは、親会社の所有者と非支配持分に帰属さ
せております。

内部未実現利益の消去に伴う税効果につき、日本基準では売却元の税金費用を繰り延べておりま
したが、IFRSでは内部未実現利益を購入元の資産に係る一時差異として取扱い、回収可能性を検
討の上、購入元に適用される税率で繰延税金資産を算定する方法に変更した結果、法人所得税費
用が539百万円減少しております。また、認識・測定の差異から生じる繰延税金資産・負債を計
上した結果、407百万円増加しております。これらの調整の結果、132百万円減少しております。
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